
政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）法務省 （単位：千円）

１ 基本法制の維持及び整備 146,077 － － － 146,077 124,517 － 21,559
(1)　社会経済情勢に即応した
  基本法制の整備

法務本省 基本法制整備費 基本法制の整備に必要な経費 146,077 － － － 146,077 124,517 － 21,559

２ 司法制度改革の推進 20,305,689 － － － 20,305,689 19,478,923 － 826,765
(1)　総合法律支援の充実強
  化

19,481,511 － － － 19,481,511 18,697,767 － 783,743

法務本省 司法制度改革推進費
総合法律支援の充実強化に必要
な経費

9,086,733 － － － 9,086,733 8,302,989 － 783,743

法務本省 日本司法支援センター運営費
日本司法支援センター運営費交
付金に必要な経費

10,394,778 － － － 10,394,778 10,394,778 － －

(2)　裁判員制度の啓発推進 法務本省 司法制度改革推進費
裁判員制度の啓発推進に必要な
経費

336,846 － － － 336,846 336,793 － 52

(3)　法曹養成制度の充実 法務本省 司法制度改革推進費 司法試験の実施に必要な経費 444,735 － － － 444,735 418,459 － 26,275
(4)　裁判外紛争解決手続の
  拡充・活性化

法務本省 司法制度改革推進費
裁判外紛争解決手続の利用促進
に必要な経費

26,116 － － － 26,116 13,080 － 13,035

(5)　法教育の推進 法務本省 司法制度改革推進費 法教育の推進等に必要な経費 16,481 － － － 16,481 12,822 － 3,658
３ 法務に関する調査研究 45,919 － － － 45,919 39,485 － 6,433

(1)　法務に関する調査研究 法務総合研究所 法務調査研究費
法務に関する調査研究に必要な
経費

45,919 － － － 45,919 39,485 － 6,433

４ 検察権の適正迅速な行使 8,477,847 － － － 8,477,847 8,412,232 － 65,614
(1)　適正迅速な検察権の行使 検察庁 検察費 検察権の行使に必要な経費 5,740,913 － － － 5,740,913 5,705,012 － 35,900
(2)　検察権行使を支える事
  務の適正な運営

2,736,934 － － － 2,736,934 2,707,220 － 29,713

法務本省 検察企画調整費 検察の企画調整に必要な経費 47,183 － － － 47,183 46,296 － 886
検察庁 検察運営費 検察運営に必要な経費 2,689,751 － － － 2,689,751 2,660,923 － 28,827

５ 矯正処遇の適正な実施 71,761,437 － － － 71,761,437 70,935,384 － 826,052
(1)　矯正施設の適正な保安
  警備及び処遇体制の整備

6,409,298 － － － 6,409,298 6,373,223 － 36,074

法務本省 矯正企画調整費 矯正の企画調整に必要な経費 63,796 － － － 63,796 53,741 － 10,054

矯正官署 矯正管理業務費
矯正管理体制の整備に必要な経
費

6,345,502 － － － 6,345,502 6,319,482 － 26,019

(2)　矯正施設における収容
　環境の維持及び適正な処
　遇の実施

矯正官署 矯正収容費
矯正施設における収容の確保及
び処遇等の実施に必要な経費

52,783,620 － － － 52,783,620 52,092,460 － 691,159

(3)　矯正施設の適正な運営
　に必要な民間開放の推進

12,568,519 － － － 12,568,519 12,469,700 － 98,818

法務本省
民間資金活用等経済・物価政
策推進費

民間資金活用等経済・物価政策
推進に必要な経費

35,898 － － － 35,898 16,347 － 19,550
内閣府所管から移替
　　　　　　35,898千円

矯正官署 矯正施設民間開放推進費
矯正施設運営の民間開放の推進
に必要な経費

12,532,621 － － － 12,532,621 12,453,353 － 79,267

６ 更生保護活動の適切な実施 10,749,300 36,000 － － 10,785,300 10,561,785 94,000 129,514
(1)　保護観察対象者等の改
  善更生

9,871,271 36,000 － － 9,907,271 9,722,733 94,000 90,537

法務本省 更生保護企画調整推進費
保護観察等の企画調整及び推進
に必要な経費

292,638 36,000 － － 328,638 212,968 94,000 21,669

更生保護官署 更生保護活動費 保護観察等に必要な経費 9,578,633 － － － 9,578,633 9,509,765 － 68,867
(2)　犯罪予防活動の促進 597,028 － － － 597,028 594,829 － 2,198

法務本省 更生保護企画調整推進費
犯罪予防活動の企画調整及び推
進に必要な経費

20,507 － － － 20,507 20,099 － 407

更生保護官署 更生保護活動費
犯罪予防活動の促進に必要な経
費

576,521 － － － 576,521 574,730 － 1,790

(3)　医療観察対象者の社会
  復帰

281,001 － － － 281,001 244,222 － 36,778

法務本省 更生保護企画調整推進費
医療観察の企画調整に必要な経
費

2,615 － － － 2,615 1,488 － 1,126

更生保護官署 更生保護活動費 医療観察に必要な経費 278,386 － － － 278,386 242,733 － 35,652
７ 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の確保を図るための業務の実施 2,588,206 － － － 2,588,206 2,586,076 － 2,129

(1)　破壊的団体等の規制に
　関する調査等を通じた公共
　の安全の確保を図るための
　業務の実施

公安調査庁 破壊的団体等調査費
破壊的団体等の調査に必要な経
費

2,588,206 － － － 2,588,206 2,586,076 － 2,129

９ 国民の財産や身分関係の保護 1,237,857 － － － 1,237,857 1,156,312 － 81,544
(2)　国籍・戸籍・供託事務の
　適正円滑な処理

法務局 国籍等事務処理費 国籍等事務処理に必要な経費 1,220,862 － － － 1,220,862 1,140,295 － 80,566

(3)　債権管理回収業の審査
　監督

法務本省 債権管理回収業審査監督費
債権管理回収業の審査監督に必
要な経費

16,995 － － － 16,995 16,016 － 978

10 人権の擁護 3,640,347 － － － 3,640,347 3,639,976 － 370
(1)　人権の擁護 3,640,347 － － － 3,640,347 3,639,976 － 370

法務本省 人権擁護推進費 人権擁護の推進に必要な経費 2,144,035 － － － 2,144,035 2,144,034 － 0
法務局 人権擁護活動費 人権擁護活動に必要な経費 1,496,312 － － － 1,496,312 1,495,941 － 370

11 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理 1,927,484 － － － 1,927,484 1,674,275 － 253,208
(1)　国の利害に関係のある
  争訟の統一的かつ適正な
　処理

法務本省 訟務費 訟務遂行に必要な経費 1,927,484 － － － 1,927,484 1,674,275 － 253,208

12 出入国の公正な管理 22,430,826 － － － 22,430,826 21,133,108 489,429 808,288
(1)　出入国の公正な管理 22,430,826 － － － 22,430,826 21,133,108 489,429 808,288

法務本省 出入国管理企画調整推進費
出入国管理の企画調整及び推進
に必要な経費

5,223,529 － － － 5,223,529 5,202,302 － 21,226

法務本省 出入国管理企画調整推進費
出入国管理業務・システムの最適
化実施に必要な経費

39,282 － － － 39,282 38,689 － 592

地方入国管理官署 出入国管理業務費 出入国管理業務に必要な経費 7,434,817 － － － 7,434,817 6,833,431 － 601,385

地方入国管理官署 出入国管理業務費
出入国管理業務・システムの最適
化実施に必要な経費

9,733,198 － － － 9,733,198 9,058,685 489,429 185,083

備考政策評価体系 組織 項 事項 翌年度繰越額支出済歳出額歳出予算額 差引額流用等増△減額予備費使用額前年度繰越額 歳出予算現額



政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）法務省 （単位：千円）

備考政策評価体系 組織 項 事項 翌年度繰越額支出済歳出額歳出予算額 差引額流用等増△減額予備費使用額前年度繰越額 歳出予算現額

13 法務行政における国際化対応・国際協力 155,386 － － － 155,386 148,090 － 7,295
(2)　法務行政における国際
  協力の推進

法務総合研究所 国際協力推進費 国際協力に必要な経費 155,386 － － － 155,386 148,090 － 7,295

14 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 36,082,534 51,655,477 － － 87,738,011 61,500,840 26,235,826 1,344
(2)　施設の整備 34,826,231 51,655,477 － － 86,481,708 60,245,085 26,235,826 797

法務本省 法務省施設費 法務省施設整備に必要な経費 33,390,224 51,655,477 － － 85,045,701 58,809,079 26,235,826 795

法務本省 法務省施設費
民間資金等を活用した法務省施
設整備に必要な経費

1,436,007 － － － 1,436,007 1,436,005 － 1

(3)　法務行政の情報化 法務本省 法務行政情報化推進費
法務行政情報化推進に必要な経
費

1,256,303 － － － 1,256,303 1,255,755 － 547

179,548,909 51,691,477 － － 231,240,386 201,391,008 26,819,255 3,030,122

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．計数は、単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
３．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

合　　　　　　　計
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